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１．はじめに

とりわけ BSE 危機を背景に食品の安全性の確保をめぐって，近年，未曾有の事態が出

来しており，トレーサビリティーをはじめとした，農業生産から流通段階に至る垂直的な

調整の必要性がしばしば論じられている。他方，フランスでは牛肉部門などでも量販店に

よる生産農家の組織化（後方統合）が進んでいる。品質政策はある程度，農家や加工業者，

流通業者等の間の緊密なコーディネーションに依拠せざるを得ない。しかし，こうした品

質政策は潜在的に競争政策と相容れない側面を持っているのである。

フランスではラベルルージュ家禽肉という公的な品質表示産品が，その農家と食鳥処理

会社，飼料会社などによる緊密な調整を理由に，1991 年に経済財務産業省により競争規

則に抵触するとして，競争評議会（公正取引委員会）に申し立てがなされる事件が発生し

た。これに対し農漁業省はパリ第一大学や国立農業研究所（INRA）の経済学者を動員し，

ラベルルージュ擁護の立場から，こうした申し立てに対する反論を展開することになった

のである。

本稿は，以上のような事情を背景にフランスの公的品質表示政策について概観すると同

時に，取引費用経済学の知見を品質政策に適用して考察を加えたものである。

２．品質政策と競争政策

（１） ファストフード文化 V.S. スローフード文化

よく知られているように，南欧諸国（ラテン文化圏）と北欧諸国（アングロサクソン文

化圏）との間には，従来，その食習慣や農業・食品生産構造の違いにより，品質政策をめ

ぐり大きな隔たりがあった。例えば 1997 年時点で，欧州連合加盟国において，1,861 の食

品の集合的品質表示産品（品質表示が一企業ではなく，複数の生産者や事業者により共有

されているような産品）が存在したが，その内訳は，イタリアが 531，フランス 498，ギ

リシア 211，スペイン 196，ポルトガル 196 に対し，ドイツ 78，英国 56，オランダ 42，

アイルランド 19，オーストリア 19，スウェーデン 18 などというものであった（1）。南欧諸
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国は独自な地方的食習慣が堅固であり，食品産業も非常に小規模で特徴的な地方的食品製

造に関わり，こうした集合的品質表示が多数存在している。他方で，北欧諸国は，中規模

以上の企業による商標戦略が食品製造において大きな役割を占めていた。食習慣の相違も

こうした事情に加わることで，いわばファストフード文化とスローフード文化との対立の

構図が見られるのである。

食品政策をめぐる南欧と北欧とのスタンスの違いにも関わらず，また北欧諸国による抵

抗にも関わらず，1992 年に欧州レベルでの公的品質表示として原産地保護呼称（AOP），

地理的保護表示（IGP）が制定されることになった。

（２） 争点としての原産地表示

こうして制定された欧州共通の公的品質表示は，欧州域内では厳格に保護されているも

のの，国際的には厳格に保護されているわけではない。例えばイタリアの農業団体は，

AOPとして欧州域内で保護されているパルメザンチーズを国際的に保護するために，「貿

易に関連した知的財産権をめぐる協定 TRIPS」の第 23 条に規定された，地理的表示の追

加的保護をワインやスピリッツ以外の製品へと拡張するようWTOの場で交渉すべく，ラ

ミー欧州貿易委員に書簡を送っている。また様々な交渉の機会に提示される EU側の文書

からも，自由貿易の原則と食品表示，とりわけ原産地表示の保護との両立可能性について，

国際交渉の場で議論される可能性がうかがわれる。

以下では，こうした競争規則と品質表示との葛藤に満ちた関係を経済学的に考察してみ

たい。

３．資産特殊性としての品質

（１） 資産および契約としての品質表示

まず企業の商標を考えてみよう。商標は一般的に，商品の情報を示すもの（情報シグナ

ル）として考察される。不完全情報の下で製品についての不確実性があり，従って情報に

コストがかかるからこそ商標が存在するのである。しかし商標もまたコスト無しには存在

し得ない。当該製品が高く評価され，評判を確立するまでには時間がかかり，この評判を

確立するまでの投資期間においては，生産者は限界費用以下でその製品を販売せざるを得

ないこともあろう。評判の確立後，この産品がプレミアム価格でもって販売されなければ

ならないのは，こうした初期投資のためだというのである（Shapiro,1983）。このように商

標は，経済資産でもあるが，他方でそれは，買い手に対する売り手側の契約義務の履行を

構成している。ところでこの契約は評判メカニズムを通じて，自動的に履行されるような

性格を獲得することになる。というのも商標の評判が高いほど，それを失う場合の損失が

大きいため，生産者に対し高品質産品を供給しつづけるように動機づけられるからである。

こうして品質の情報シグナルは，特殊な投資を必要とし，他方でそこから超過利得（準

レント）が生じるものとしての資産である｡資産である以上このシグナルの管理様式（契
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約義務の履行を遵守させるメカニズム）としてのガヴァナンス構造（取引組織化機構）が

構築されなければならないことになる。取引の対象が標準化された財で，さらに評判メカ

ニズムが機能するならば，当該取引については不正防止・不当表示に関する規則などで十

分であろう。しかし取引の対象が経験財や信用財（2）の場合，公的品質保証のような制度

の介入が必要となろう。

（２） 評判の共有としての集合的品質表示

ここでは，経済資産としての品質表示の所有権ないし使用権が，複数の農業者や加工業

者，事業者の間で共有されているような，地域ブランドなどの集合的品質表示を取り上げ

よう。こうした集合的品質表示はとりわけ農業・食品部門で顕著に見られる。多くの場合，

こうした部門での集合的品質表示は公的表示と私的表示の混合である。例えばあるラベル

ルージュ家禽肉の表示である「ラベルルージュ・プレドルエ」は，「ラベルルージュ」と

いう国家の所有になる公的表示と，「プレドルエ」という複数の農家および加工業者等か

ら構成される「品質グループ」により所有される私的表示との混合であり，その表示の使

用権がこうしたパートナー間で共有されている。こうした集合的品質表示が創出される要

因は次のようにいくつか考えられる。

まず，公共的な要因があげられる。国土整備や農村振興のために，農業食品部門では統

制原産地呼称（AOC）やラベルルージュのような公的な集合的品質表示が制定されてい

る。条件不利な地方でのハンディキャップの補償，あるいは農業近代化から排除されるよ

うな地域でのニッチ部門での生き残りのためにこうした表示が創出されてきたのである。

多くの場合，生産者のイニシアチブがその起源にあるが，表示の所有権の設定および市場

の立ち上げについて，公的な介入がなされたのである。

次に，市場構造的要因と経済行為者の戦略的な要因が密接に絡んでくる。つまり大企業

の商標との競合において，製品差別化を通じて，小規模家族経営の生き残りのための唯一

の可能性が集合的品質表示なのである。

なお表示の採用に当たっては，一定規模以上の生産量がなければ意味がなく，評判にも

規模の経済が存在する。多数の生産者を結集させる集合的品質表示の形成を通じて，効率

的な表示に必要な最低限の規模の生産量を確保することができる。逆に何らかの理由で

（需要の突発的な増加など）この生産量を確保できないことが偽装表示の一因となる。

（３） 集合的品質表示とフリーライダー

こうして集合的品質表示における品質シグナルの評判は，事業者総体により共有されて

いることになる。しかし，この場合，生産者の中には必要な生産規則を遵守しないことで

生産コストを削減させながら他方で品質表示から得られる準レントを享受しようとする，

いわゆるフリーライダーが登場するリスクがある。もちろんこうしたフリーライダーの登

場は，やがて集合的品質表示の評判さえも崩壊させることになる。フリーライダーの登場

というリスクを回避して，当事者たちの品質への取組みの遵守を保証するためのコーディ
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ネーション様式ないしガヴァナンス構造が必要となる。集合的品質表示において立ち上げ

られるガヴァナンス構造はどのような形態をとるであろうか。

（４） 資産特殊性とガヴァナンス

ウィリアムソン（Williamson，1991）によれば，どのようなガヴァナンス構造が選択さ

れるかは，その構築および運営にかかる費用（一般的に取引費用）に依存し，こうした費

用（ガヴァナンスコスト）は，資産特殊性（3）および一連の制度的要因（所有権や契約法，

競争規則等）の関数であるとし，とりわけ資産特殊性との関連を第１図のように示した

（見やすさを考慮しBrousseau，1998 を使用）。

第１図を参照しながら，集合的品質表示の場合を考察してみよう。取引の相手がお互い

に誰でもかまわないような古典的な市場状態は，資産特殊性がゼロの時に得られる。この

場合，財やサービスの特性が自明で，必要に応じて市場で調達できるので，市場でのスポ

ット契約の方が，企業内部で製造するよりもコストがかからない。このように，古典的な

市場契約がうまく機能する場合には，企業組織（ヒエラルキー）は不利である。企業組織

は運営コストを生じるのみで，付加的な利得を生み出さないからである。第１図では限り

なく左側に近い状態で（k＜ k1），その場合，市場的ガヴァナンスにかかるコストが一番

低いことがわかる。

ところが生産者（例えば養鶏農家と食鳥処理会社）が集合的な公的品質表示産品に取り

組み，資産特殊性（例えばラベルルージュ家禽肉というブランドネーム，特殊な鶏舎）へ

の投資が深化し，生産者間での相互依存関係が構築されるようになると，一部の者が必要

な義務を遵守しないリスクが生じる（ただ乗り）。こうして調整的な対応を必要とするよ

うな取引の中断が頻発することになる。相互依存的な関係にある当事者同士の間での葛藤

が頻発するような場合，市場的なガヴァナンスからより企業組織的なガヴァナンスに移行

することで，運営コストは増大するものの，相互調整による利得の方がコストを上回るこ

とになろう。この場合，第１図の右側で見られるように（k2 ＜ k），市場的ガヴァナンス

ガ
ヴ
ァ
ナ
ン
ス
費
用 

市場 統合企業 ハイブリット 

市場 統合企業 

k：資産特殊性 

ハイブリット k1 k2

第１図　資産特殊性とガヴァナンス構造 

　資料：Brousseau〔1998，図１〕に加筆． 
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よりも，企業組織にかかるコストの方がより低いことがわかる。

なお（市場と企業組織との）中間組織（ハイブリッド）的なガヴァナンス構造は両者の

間に図示され，集合的品質表示はこれに該当し，企業による商標管理はこれと区別される。

（５） 集合的品質表示のガヴァナンス構造

ラベルルージュやAOCのような集合的品質表示においても，個別生産者に対して，高

品質産品を生産し続けるように動機づけることは，いくつかのメカニズムを通じて，自動

的に履行されるようになる。すなわち，集合的品質表示から生じる準レントが十分に大き

いこと，ただ乗りの行為がある場合この表示システムから排除され準レントを失う脅威が

あることである。そのためには表示監督者による生産者の監視が十分になされなければな

らず，また，トレーサビリティーにより，個別生産者の利得を，その個別的な努力と結合

させるような仕組みが構築されなければならない。

さらに品質表示のガヴァナンスの選択は品質規則や競争政策等の制度環境によって規定

されていることを指摘しておかなければならない。その一例として，フランスでは適合性

認証産品（CCP）の生産量が激増しているが（第１表），これはカルフール（Carrefour）

等の大手流通業者が差別化戦略の一環としてこの表示の採用に踏み切ったことによる。

BSE 危機を発端に巨大流通企業による生産農家の組織化が顕著に進行し，CCP-Carrefour

等の独自ブランドが発展している。これは他の公的品質表示と異なり，CCP の場合，農

業生産者やパッカー等の複数の事業者からなる「品質グループ」ではなく，一企業が表示

の担い手になれるからである（4）。様々な制度環境が第１図のガヴァナンス費用曲線に影響

を及ぼすことになり，その柔軟な品質規則のために CCP で企業組織によるガヴァナンス

の傾向が見られる。

このように近年，食品安全性への消費者の関心の高まりにより，また食品がますます信

用財化したことにより，トレーサビ

リティーの必要性が高まっており，

取引費用を削減するという要請のた

めに，いっそうの農業生産から流通

段階に至る垂直的調整への傾向が見

られることになる（第１図では資産

特殊性の深化に対応）。

４．フランスの公的品質表示産品と競争規則

（１） 公的品質表示の制度環境

上述のように制度環境は，取引当事者間での農業生産から流通段階に至る垂直的調整の

あり方に影響を及ぼすことになる。以下ではフランスにおける公的品質表示をめぐる制度

環境のうち，とりわけ当該産品の検査監視制度について触れておきたい。フランスでは，
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　資料：Sans et de Fontguyon（1999，表２）． 
 

第１表　牛肉におけるCCP表示の増加 

 

（トン，枝肉換算） 
 年　　次 

ラベルルージュ 

CCP

1993 

14,800 

開始時 

1996 

17,800 

27,800

1997 

23,000 

147,500



統制原産地呼称（AOC）やラベルルージュ，適合性認証（CCP），有機農産物などの公的

品質表示が存在する。AOC については，全国原産地呼称機構（INAO）と経済財務産業

省不正防止総局（DGCCRF）が製品や農業者，加工業者，流通業者などのオペレーター

を検査監視することになっているのに対し，ラベルルージュや CCP，有機農産物は民間

の「認証機関」により検査監視されることになっている。それぞれの認証機関は，その独

立性および公平性，能力，効率性といった欧州規格 EN45011 の基準に適合していること

をフランス認定委員会（COFRAC）により認定されなければならない。この認定の後に，

当該認証機関は全国ラベル認証委員会（CNLC）に対し認証機関としての認可を申請しなけ

ればならない。この申請に対し CNLC は当該機関の能力を評価し，製品やオペレーターの

監視計画（例えば有機農業であれば，農業者の２割についての抜き打ち検査，帳簿の検査

方法などについて規定）について審査を行う。この CNLC の審査結果およびその意見を

聞いた後に，農漁業省と経済財務産業省が認証機関を認可することになる（第２図を参照）。
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サービス 
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国 

第２図　フランスの品質保証制度機構 

資料：Chambres d'agriculture, no. 821, p.32, 1994.

混合委員会 



さて，フランスのラベルルージュ家禽肉は 1960 年８月５日の農業基本法が「農業ラベ

ル」を制定したことをもって発足し，1965 年に最初のラベルルージュ家禽肉が登場した。

この産品は成長の遅い品種，81 日以上の飼養期間，飼料中の穀物含有量 75 ％以上などの

技術的仕様が定められている。この産品の生産および加工は，養鶏農家と食鳥処理会社，

場合により飼料会社からなる「品質グループ」により管理されており，このグループがメ

ンバーをリクルートし，必要とあれば生産者を除名する権限を持つ。この品質グループが

上記の「認証機関」とともに，技術的仕様についての仕様明細書を作成し，全国ラベル委

員会 CNLC にたいし，ラベルの認可を申請するのである。この仕様明細書が認可される

と固有の認可番号を付与され，これが製品の表示に添付されることになり，その他の表示

とともにトレーサビリティーが確保されることになる。

なお上述の仕様明細書については，ラベルルージュ家禽肉の規則が，満たされるべき最

低水準の飼養規格を規定しており，これが製品の標準化を促進することで取引コストを削

減していると考えられる。さらに養鶏部門では飼料要求率（鶏肉１キログラムの生産に必

要な飼料の量）を通じて，外部から容易に養鶏農家の契約義務履行の質が観察可能となっ

ており，こうした規格における技術的特性も取引費用を著しく削減していると考えられる。

（２） ラベルルージュ家禽肉と競争規則

最初に触れたように，ラベルルージュ家禽肉はその生産者間での緊密な調整（飼料価格

や食鳥処理会社への下取り価格など）が競争規則に抵触するとして，経済財務産業省不正

防止総局により公正取引委員会に対して申し立てが行われたものの，結局は競争規則に抵

触するような事実は見つからないとされた。また，この事件を契機に，「危機状況に関す

るデクレ（行政立法）」（no.96-500，過剰生産能力の解消と生産制限のための生産者間の協

定を認める）や「品質産品に関するデクレ」（no.96-499，公的品質表示産品の生産にかか

る事業者間の協定等を認める）などの新たな規則が制定されることになった。
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第２表　ラベルルージュの表示とトレーサビリティー 

 

　ラベルルージュのロゴ 高級品の保証の唯一の公的表示 

　認可番号 ラベルの認可は仕様明細書の認可を前提とし，仕様明細書はCNLCの基準検査部で 
 審査され認可を受けるが，その固有の番号 

　地理的表示 飼養地域とと畜場（両者は100km・２時間の移動を超えてはならない） 
 飼養は限定された，伝統的な評判のある生産区域内にあること 

　品質グループ 仕様明細書の保持者で，品質のフォローアップを保証 

　と畜プラント 解体とパッキングを実施した認定企業の表示 

　認証機関 コントロール機関の名称と住所，必要に応じて，消費者が連絡 

　消費期限 処理後９日間 

　個体識別番号 鶏の飼育日数，雛の原産から最終消費者への販売に至るまでの追跡 

　Fermier-eleve en plein airないし 動物愛護を優先した，伝統に近い飼養概念 
　fermier-eleve en liberteの表示  



農漁業省からの委託を受けた経済学者たちは上述のような取引費用経済学の知見を動員

することで，ラベルルージュのような集合的品質表示産品については生産者間での緊密な

調整が不可欠であることを強調した。また例えば，生産農家が選別され，参入障壁が見ら

れるとしても，それは技術的基準によるものであり，さらにラベルルージュへの参入は増

加しており，標準鶏肉との価格差も減少し続けている。競争規則の厳格な適用によるラベ

ルルージュ鶏肉の禁止はかえって消費者の厚生を減少させることになるというのである。

５．おわりに

近年，公共政策分析の領域において取引費用経済学の適用が散見されるようになってい

る。このこと自体は，これまでのウルトラネオクラシック（超新古典派的）な説明では，

政策の説明責任（アカウンタビリティー）を果たしてこなかったことへの反省であろう。

しかし取引費用経済学が公共政策分析に，場当たり的（アドホック）に適用されていると

いう印象を払拭するためには，取引費用経済学のツールそのものをより精緻に鍛え上げな

ければならないであろう。実際，このラベルルージュ鶏肉の分析にあたっては，取引の効

率性という基準だけでは，より企業組織的ガヴァナンスに近い産品と，より市場的ガヴァ

ナンスに近いそれとが，なぜ同程度の効率性を持って共存しているのかが説明されず，今

後の課題を残しているのである。

注（1）Peri et Gaeta（2000）による。ちなみに，こうした産品毎の内訳は，ワインおよび飲料が，1,397，食肉 429，

牛乳・乳製品および蜂蜜 313，野菜 147，果実 107，オリーブオイル 90，ハム・ソーセージ 72 などである。

（2）通常の財については消費者は購入に先立って財の品質について情報を与えられているのに対し，経験財は，消

費者が消費した後になって初めてその品質を定義できるような財であり，信用財は，消費した後でもその品質を

定義できず，信用するしかないような財のことである。

（3）ウィリアムソンは，資産がそれが別の用途へと転用できない，あるいはこの転用に多くのコストがかかるか，

生産的価値の減少を伴うような場合，この資産が特殊であるとする（Williamson，1991）。彼は六つの特殊性と

して，場所的特殊性と物理的特殊性，人的資産，ブランドネーム資本，専用資産，時間的特殊性などをあげてい

る。我々は公的品質表示産品の生産についてもこうした特殊性があると考える。

（4）こうした動きに対しフランス最大の農業団体，全国農業経営者組合連合会FNSEAは次のような声明を発して

いる。「流通業者による商標と公的品質表示との併記は禁じられなければならない。というのもそれは，農業者

による努力を流通業者が横取りするものだからである」（2001 年５月７日のコミュニケ）。
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